[bookmark: _Hlk161672759][bookmark: _GoBack]７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託
公募型プロポーザル実施要領

１　業務の趣旨及びプロポーザル方式を採用する目的
[bookmark: _Hlk99372358]つくば市では、「一人ひとりが幸せな人生を送ること」を最上位の目標とした「つくば市教育大綱」を、令和２年(2020年)に策定した。
本業務は、教育大綱を実現するために、つくば市立の各学校及び学び推進課が抱える課題の解決を行うための各種事業(以下、「教育大綱実現プロジェクト」という。) の運営を行うものである。
[bookmark: _Hlk161993592]教育大綱実現プロジェクトの内容は、仕様書のとおり、①学校への支援、②教育局への支援、③教育大綱実現のための広報活動の３つにより構成される。
本業務では、つくば市の教育施策に関する知見及び学校教育に関する幅広い知見を有し、教育大綱の実現のために施策が提案、実行できる企画力・運営能力が求められる。
そのため、これらの専門的な知識や手法を保有する事業者に、教育大綱実現プロジェクトを一括して委託する。また、事業者の選定に当たっては、価格だけでなく、技術力、業務実績及び業務遂行能力などを適正に審査するため、公募型プロポーザル方式を採用し、契約の相手方となる候補者を決定するものとする。

２　業務概要
(1) 委託業務名
７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託
(2) 業務内容
「７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託仕様書」のとおり
(3) 委託期間
契約締結日の翌日から令和10年(2028年)３月31日(金)まで
(4) 提案限度額
65,723,000円以内 　内訳：	令和７年度 20,037,000円以内
令和８年度 22,843,000円以内
令和９年度 22,843,000円以内

３　参加資格
この公募開始の日から契約締結までの日において、次の要件を満たしていること。
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。
(2) 地方自治法施行令第167条の４第２項の規定に基づくつくば市の入札参加の制限を受けていないこと。
(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団でなく、かつ、その役員が茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第３号に規定する暴力団員等でないこと。
(4) 茨城県建設工事等請負業者指名停止措置要領（平成６年７月14日付け監第692号）、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準又はつくば市入札参加指名停止等措置要綱（平成６年つくば市告示第15号）に基づく指名停止等の措置を受けていないこと。
(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと。ただし、申立てをしている場合であっても、更生手続開始決定後又は再生手続開始決定後につくば市が一般競争入札参加資格の再認定をしたときは、この限りでない。
[bookmark: _Hlk162551425](6) 市税（つくば市内に本店、支店又は営業所がある場合に限る。）、本店所在地の都道府県税、所得税、法人税及び消費税について未納がないこと。

４　関係資料の確認
参加を希望する者は、つくば市ホームページに掲載されている以下の関係資料を確認すること。
(1) 関係資料
①　７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託公募型プロポーザル実施要領
②　７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託仕様書
③　提出書類様式１～７
④　別紙１～４
(2) 掲載場所
つくば市ホームページ
掲載ページＵＲＬ：
https://www.city.tsukuba.lg.jp/soshikikarasagasu/kyoikukyokumanabisuishinka/gyomuannai/3/1/23843.html
５　本実施要領に定める様式
本実施要領に定める様式は、次のとおりとする。
(1) 様式１　参加申込書
(2) 様式２　会社概要書
(3) 様式３　参加資格要件に係る申立書
(4) 様式４　業務実績書
(5) 様式５　企画提案書(表紙)
(6) 様式６　業務実施体制調書
(7) 様式７　プレゼンテーション審査出席者報告書

６　参加申込書等の提出
参加申込を行う者は、次のとおり必要書類を提出すること。
(1) 提出書類
①　様式１　参加申込書
②　様式２　会社概要書(会社・団体等のパンフレットなどを添付すること。)
③　様式３　参加資格要件に係る申立書
④　様式４　業務実績書
⑤　様式６　業務実施体制調書
⑥　市税（つくば市内に本店、支店又は営業所がある場合に限る。）、都道府県税、所得税、法人税及び消費税について未納がないことを証明する書類
(2) 提出部数・提出方法
原本１部を提出すること。
また、紙資料を提出後、そのＰＤＦデータを電子メールで送付すること。
電子メールで送付する場合は、送付後に受信確認のため電話連絡をすること。
(3) 受付期間
本実施要領の公表日から令和７年(2025年)４月25日(金)までとする。
受付時間は、月曜日から金曜日までの午前８時45分から午後４時30分までとする。
(4) 提出先
つくば市 教育局 学び推進課
〒305-8555　つくば市研究学園一丁目１番地１　つくば市役所４階
Email：edc020@city.tsukuba.lg.jp
(5) 様式の記入上の注意
①　様式２　会社概要書
・　商業・法人登記簿謄本に基づいて記載すること。
・　「主たる業種」欄には、会社の主要業種を３～５業種記載すること。
・　「事業内容」欄には、会社の主要事業の内容とともに、これまでに運営等に携わった代表的な事業等を記載すること。
②　様式４　業務実績書
・　直近５年間(令和２年(2020年)４月１日から令和７年(2025年)３月31日まで)に、地方自治体、国、若しくは公庫等の政府関係機関との間で教育に関わる企画や支援業務等を元請けとして契約し履行した実績を記入すること。
・　業務実績が５件を超える場合には、完了日が新しい順に５件記入すること。
・　記入した業務に関する概要等について、必要があれば添付してもよい。
③　様式６　業務実施体制調書
・　業務実施体制調書には、本業務を担当する者全員を記入すること。
・　担当する者の実務経験年数の欄には、地方自治体、国、若しくは公庫等の政府関係機関での教育に関わる企画や支援業務等、本業務と類似した業務に関わった経験年数を記入すること。
・　担当する者の手持ち業務の欄には、本業務の参加申込書提出日現在の主な手持ちの業務を記入すること。
・　記入欄が不足する場合には、欄を追加して記入すること。
(6) 参加申込等に関する質問について
①　受付期間
本実施要領の公表日から令和７年(2025年)４月18日(金)午後４時30分までとする。
②　提出方法
参加申込提出書類に関して、質問がある場合は、つくば市ホームページの電子申請・届出サービスの入力フォーム「【７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託】公募型プロポーザル 質問フォーム」より提出するものとする。
(7) 辞退について
応募申込みをした後に応募を辞退するときは、令和７年４月28日(月)までに17 担当部署に記載している問合せ先へ連絡すること。紙面で辞退を連絡する場合の様式は任意とする。

質問フォームＵＲＬ：
https://apply.e-tumo.jp/city-tsukuba-ibaraki-u/offer/offerList_detail?tempSeq=70240
③　回答
令和７年(2025年)４月22日(火)までに、電子メールによって質問者に回答する。また、全ての質疑応答をつくば市ホームページに掲載する。

７　参加資格の審査及び審査結果の通知
参加申込を行った者の参加資格を審査し、その審査結果を参加資格審査結果通知書によって申込者全員に対して通知する。この場合において、参加資格を満たしていないと判断された者に対しては、その理由を付して通知する。
なお、参加資格を満たしていないと判断された者は、その理由について、通知日の翌日から起算して７日以内に担当部署に説明を求めることができるものとする。
説明の請求方法については、電子メール又は任意様式の請求書持参とする。
参加資格審査結果通知書の発送は、令和７年(2025年)５月１日(木)を予定している。

８　企画提案書等の提出
参加資格審査結果通知書により参加資格を満たした者は、次のとおり必要書類を提出すること。
(1) 提出書類
①　企画提案書(表紙(様式５)及び企画提案内容(任意様式))
※「９　企画提案書の内容について」を確認すること。
②　様式６　業務実施体制調書(参加申込時に提出したものを再提出する)
③　様式７　プレゼンテーション審査出席者報告書
④　参考価格見積書(任意様式)
(2) 提出部数・提出方法
原本１部、原本のコピー10部の合計11部提出すること。
また、紙資料を提出後、そのＰＤＦデータを電子メールで送付すること。
電子メールで送付する場合は、送付後に受信確認のため電話連絡をすること。
(3) 受付期間
参加資格審査結果通知書の発送日から令和７年(2025年)５月21日(水)までとする。
受付時間は、月曜日から金曜日までの午前８時45分から午後４時30分までとする。
(4) 提出先
つくば市 教育局 学び推進課
〒305-8555　つくば市研究学園一丁目１番地１　つくば市役所４階
Email：edc020@city.tsukuba.lg.jp
(5) 提出書類の作成上の注意
①　企画提案書は様式５を表紙とし、Ａ４判(縦型又は横型のいずれかで統一すること)、カラー印刷とすること。なお、図や表などはＡ３判折り込みも可とする。
②　文字のサイズは11ポイント以上で作成すること。
③　使用する言語は日本語とし、通貨は日本円とすること。
④　「(1) 提出書類」は企画提案書(様式５及び任意様式)、様式６、様式７、見積書の順で通しのページ数を付すこと。また、Ａ４フラットファイルに縦書きの場合は左綴じ、横書きの場合は上綴じとすること。
(6) 企画提案書の提出に関する質問について
①　受付期間
参加資格審査結果通知書の発送日から令和７年(2025年)５月７日(水)午後４時30分までとする。
②　提出方法
企画提案書等の提出に関して、質問がある場合は、つくば市ホームページの電子申請・届出サービスの入力フォーム「【７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託】公募型プロポーザル質問フォーム」より提出する。
質問フォームＵＲＬ：
https://apply.e-tumo.jp/city-tsukuba-ibaraki-u/offer/offerList_detail?tempSeq=70240
③　回答
令和７年(2025年)５月12日(月)までに、電子メールによって質問者に回答する。また、全ての質疑応答をつくば市ホームページに掲載する。
	
９　企画提案書の内容について
本業務内容を実現するに当たって、次に掲げる事項について、表紙を除き計20枚(Ａ４判)以内で簡潔に記載すること。
次に掲げる事項のカタカナ記号は、「７ー９つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託仕様書」の「３　業務の内容」のカタカナ記号と対応していることに注意すること。
(1) 学校への支援
[bookmark: _Hlk99458665]①　事業の全体目標(事業実施によりどのような状態を目指すか)
②　事業の実施方法
ア　各学校に対する改善案の例
イ　各学校への支援及び助言方法
ウ　アンケートの分析方法
エ　学校毎の教育大綱実現度合の表示イメージ
オ　学校を対象とした研修内容の案
カ　つくばスタイル科をアップデートさせていくための案
キ　小規模特認校での特色ある教育活動の案
ク　学校教職員の働き方についての調査方法、改善案の例
③　スケジュール 
(2) 教育局への支援
1 　事業の全体目標(事業実施によりどのような状態を目指すか)
2 　事業の実施方法　
ア　定量的、定性的評価についての実施内容
イ　伴走訪問のための指導主事への支援、助言方法
エ　ファシリテーションやコーチング技術等指導主事の資質向上のための研
修案
オ　学び推進課の働き方改革についての調査方法、改善案の例
3 　スケジュール
(3) 教育大綱実現のための広報活動
1 　事業の全体目標(事業実施によりどのような状態を目指すか)
2 　事業の実施方法
ア　動画・リーフレットの内容、効果的な啓発のための工夫
イ　教職員、児童生徒、保護者等に向けた広報活動の案
3 　スケジュール

10　審査
(1) 選定委員会の設置
適正な審査を実施するに当たり、つくば市教育大綱実現プロジェクト業務委託候補者選定委員会(以下、「選定委員会」という。)を設置する。
選定委員会が企画提案書の内容やプレゼンテーションの審査に基づいて提案内容を評価し、本業務の履行に最も適した候補者を選定する。
(2) プレゼンテーションの方法
①　実施日		令和７年(2025年)5月28日(水)　予定
						※正式な日時、場所等は参加資格審査結果通知書にて通知する。
②　実施場所	つくば市役所又はつくば市総合教育研究所等　予定
③　出席者	原則３人以内とし、本業務を担当する統括責任者１人及び担当者１人は、必ず出席すること。
4 　説明時間	１事業者につき40分以内(プレゼンテーション30分以内、質疑応答15分以内)とする。
⑤　留意事項
ア　審査は全て非公開で行う。
イ　プレゼンテーションは、事前に提出した企画提案書の内容によるものとし、追加提案や追加資料の配布は認めない。
ウ　プレゼンテーションに用いるプロジェクターやスクリーン等については市において用意するが、パソコン(HDMI接続ができるもの)は参加事業者が用意すること。
エ　持ち込んだ機材が正常に作動しない場合や、故障などによる使用制限が発生した場合の対応を想定しておくこと。
(3) 審査項目及び評価方法
プロポーザルの審査項目及び評価方法は次表のとおりとする。
審査項目ごとに１から５までの５段階評価を行うものとし、最大評価の際に各配点が満点になるようにそれぞれ係数を設定する。
	審査項目
	評価の着目点
	係数
	配点

	提案者・業務実施体制
	・本業務の遂行に当たって、提案者の経営状況や実績が十分なものといえるか。
・業務担当者の人数、スキル・経験などの業務実施体制が十分なものといえるか。
	２
	10

	業務への理解度
	・教育大綱が実現できている姿のイメージができているか。
・本業務の各事業をどのように位置付けているか。
	３
	15

	提案内容
(業務内容)

	■学校への支援
・実効性の高い改善案が示すことができ、効果的な支援が可能か。
・アンケート結果からの教育大綱の実現度合を表示できる仕組みが分かりやすいものとなっているか。
・研修内容が教育大綱を定着させられる内容となっているか。
・つくばスタイル科や小規模特認校に関し、教育大綱をふまえた効果的な提案ができているか。
	４
	20

	
	■教育局への支援
・指導主事の訪問や、資質向上のための効果的な支援内容が示されているか。
・つくば市全体の教育大綱の実現度合に関する分かりやすい総合的評価方法が示されているか
	４
	20

	
	■教育大綱実現のための広報活動
・教育大綱や、教育関係の専門知識がない人に対しても理解しやすい内容となっているか。
・教職員、児童生徒、保護者等に広く周知できる効果的な内容となっているか。
	３
	15

	提案内容
(スケジュール)
	・本業務を確実かつ円滑に実施するためのスケジュールが分かりやすく示されているか。
	１
	５

	取組姿勢
	・プレゼンテーションから本業務への取組意欲が感じられるか。
・委員からの質問に十分に回答できているか。
	２
	10

	見積価格
	・費用の見積価格の設定が適切で、その内訳が詳細かつ明確に示されているか。
	１
	５

	合計
	
	20
	100


(4) 審査結果による選定
審査及び評価に基づき、第１順位者及び第２順位者を各１者選定する。
選定方法は、「つくば市プロポーザル方式による契約の相手方の選定に関するガイドライン(以下、「ガイドライン」という。)」第14条第４項に基づき行う。
(5) 審査結果の通知
審査結果は、全ての参加者に対し、電子メール及び文書にて通知する(電子メールにて通知後、文書発送を行う。)。この場合において、選定されなかった参加者に対しては、その理由を付して通知する。
なお、選定されなかった参加者は、その理由について、通知日の翌日から起算して７日以内に担当部署に説明を求めることができる。
説明の請求方法については、電子メール又は任意様式の請求書持参とする。
(6) 審査内容は非公表とし、審査結果についての異議申し立ては認めない。
(7) 審査結果の公表
審査結果については、ガイドライン第16条に基づき公表する。

11　契約方法
随意契約により契約を締結する。第１順位者と随意契約に向けた交渉を行うものとし、その者と合意に至らなかった場合又はその者が失格となった場合には、第２順位者と交渉を行う。
業務仕様書は、企画提案書の内容を受け、随意契約に向けた交渉を行う際に提示し、調整を行う。


12　契約締結までのスケジュール
	実施内容
	実施期日

	実施要領の公表日
	令和７年(2025年)４月15日(火)

	参加申込等に関する質問の提出期限
	実施要領の公表日から
令和７年(2025年)４月18日(金)午後４時30分まで

	参加申込等に関する質問への回答期限
	令和７年(2025年)４月22日(火)まで

	参加申込書の提出期限
	本実施要領の公表日から
令和７年(2025年)４月25日(金)まで

	参加資格審査結果の通知
	令和７年(2025年)５月１日(木)

	企画提案書の提出期限
	参加資格審査結果通知書の発送日から
令和７年(2025年)５月21日(水)午後４時30分まで

	企画提案に関する質問の提出期限
	参加資格審査結果通知書の発送日から
令和７年(2025年)５月７日(水)午後４時30分まで

	企画提案に関する質問への回答期限
	令和７年(2025年)５月13日(火)まで

	選定委員会によるプレゼンテーション審査
	令和７年(2025年)５月28日(水)

	審査結果通知書の発送
	令和７年(2025年)５月30日(金)

	契約締結
	令和７年(2025年)６月13日(金)



13　失格
次の各号いずれかに該当する場合は、失格とする。
(1) 提出書類に虚偽の記載があった場合
(2) 審査結果に影響を与えるような不誠実な行為があった場合
(3) 審査結果までに、「３参加資格」に定める資格要件を満たさなくなったことが判明した場合

14　提出書類の取扱い
(1) 本審査以外では、無断で使用しない。
(2) 提出後における差し替え及び再提出は認めない。
(3) 虚偽の記載をした場合は、指名停止措置等を行うことがある。
(4) 病休、死亡、退職等きわめて特別な場合を除き、担当者を変更することができない。
(5) 審査を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。
(6) 提出書類等は返却しない。
(7) 提出書類に係る情報公開請求があった場合には、つくば市情報公開条例(平成10年つくば市条例第20号)に基づき、同条例第５条に規定する不開示情報を除き、第三者に開示することができるものとする。

15　その他実施上の留意事項
(1) 参加者が１者のみの場合においても、審査を行うものとする。
ただし、「10(3)審査項目及び評価方法」で50点以上の評価を受けなかった者は、契約の相手方としない。
(2) 契約の相手方となる者の提案が、そのまま委託内容として反映されるとは限らない。
(3) 企画提案書の提出は１者につき１案のみとする。
(4) 提出書類の作成及び提出等に係る一切の費用は、提出者の負担とする。
(5) 手続きにおいて使用する言語は日本語とし、通貨は日本円とする。
(6) つくば市から受領した資料は、つくば市の了解なく公表及び使用することはできない。
(7) 業務の実施に関し必要な事項等は、両者が協議して決定するものとする。


16　委託業務の実施に係る対象経費
業務委託料の範囲は、以下のとおりとする。
(1) 人件費、報償費、旅費、通信運搬費、印刷製本費、消耗品費、各種調査経費、外部人材招聘経費、プロモーション・広報経費、各種賃借・使用経費、保険料等の役務費、人材マッチング経費　等
(2) その他委託者が認める経費
(3) 消費税及び地方消費税

17　担当部署(問合せ先)
本募集に関する問合せ先は、以下のとおりとする。ただし、参加資格及び企画提案に関する質問については、本実施要領に定められた方法で行う。
名称		つくば市教育局学び推進課
住所		〒305-8555 つくば市研究学園一丁目１番地１
電話		029-883-1111
FAX			029-868-7609
Email		edc020@city.tsukuba.lg.jp
